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設立

・2019年12月設立

・正式名称：一般社団法人再生可能エネルギー長期安定電源推進協会

Renewable Energy Association for Sustainable Power supply (REASP)

協会の設立目的

・日本における主力電源としての再生可能エネルギー発電を長期安定的な電源と

して普及促進し、エネルギー安全保障の強化と国民生活水準の向上に寄与する

ため、事業者団体として再生可能エネルギー事業の継続と将来に向けて安価で

クリーンな電力供給を目指す。

将来の展望

・再生可能エネルギーによる将来的なカーボンニュートラルの達成

・発電事業者が再生可能エネルギー普及拡大を主導

・再エネ発電所と地域の共生・発電所の長期安定稼働・グリッドパリティの実現

REASPの会員について

大手発電事業者を中心に金融機関、EPC、O&M、

大学、行政等様々なプレイヤー が会員となっている。
REASP会員

165団体
（2026年8月現在）

金融機関

その他
（弁護士事務所、コンサル、

地方自治体、大学等）

発電事業者

メーカー

EPC
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REASP 
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社員総会

監事

企画委員会

(委員長会社)
オリックス

（委員長会社）
東急不動産

（委員長会社）
東芝

理事・監事の構成

理事 6名
（会長 1名、副会長 1名）

監事 1名
理事会

会長（代表理事）

（委員長会社）
ENEOSリニューアブル・エナジー

（委員長会社）
RWE Renewables Japan

長期電源開発委員会 電源活用委員会 電源安定化委員会 洋上風力委員会

事務局

地域共創WG
PPA・小売り需要家WG
既設発電所活用WG
営農型普及拡大WG

©2026 Renewable Energy Association for Sustainable Power supply （REASP）



REASP営農型普及拡大WG 
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■ WG概要

①農業者理解を深めるため、データ収集等を目的としたモデル事業の展開を含めた良い営農型太陽光発電

   の普及拡大を促進する施策の検討

②不適切な営農型太陽光発電の実態把握と健全な市場形成に向けた施策を検討。

・2026年度 : モデル事業支援策実現、データ収集・分析、次世代農業を支える営農型ビジョンや

  営農型チェックリストの策定を目標として活動。

・2025年度 : WG化し、モデル事業支援策実現や、自主ガイドライン策定を直近の目標として活動。

■ WGメンバー(18社)

  発電事業者、金融機関、EPC、弁護士事務所他

■ 対外活動

・関係省庁(農水省、エネ庁、環境省)、自治体と意見交換を実施。



REASP営農型普及拡大WG 
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仮)次世代農業を支える営農型太陽光ビジョン

営農型自主ガイドライン
(公表済)

営農型チェックリスト

データ収集・分析

WG活動イメージ

仮)次世代農業ビジョン

スマート農業 ・・・

モデル事業支援策

今年度は青地の部分を中心に活動。



営農型太陽光発電自主ガイドライン
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営農型太陽光発電自主ガイドライン 

https://camel3.com/cms/files/camel/reasp/0120/mQNQjYUe.pdf

・基本スタンス
・農地
・農作物
・営農者
・設備
・電気
・リスク及び対策
・法令遵守
・安全性の確保
・地域共生
・周辺環境への配慮

2025年11月6日に公表した「持続可能なメガソーラー事業運営ポリシー」をベースに、健全で信頼され
る営農型太陽光発電を推進する上でのガイドラインとして2026年2月25日に「営農型太陽光発電自主ガ
イドライン 」を公表。
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協業先 : 千葉大学 倉阪研究室

活動 : 営農型で水稲を栽培されている農業法人にアンケートを実施し、データを収集・分析。

期間 : 2026年度1年間

データ収集・分析

営農型太陽光発電の普及拡大に向けた課題の一つとして営農型の農作物等のデータが不足していることが
挙げられます。今年度からREASPとしてデータを収集・分析する活動を行います。
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営農型チェックリスト

営農型太陽光発電自主ガイドラインは理念を中心に定めているため自分たちの発電所を評価出来る様に

するために自主ガイドラインの項目に沿って具体的なチェックリストを作成中。

農地の区分 農地の区分を確認しているか。

遊休農地の場合、農地機能の再生計画があるか。

地域計画 地域計画に営農型設置が盛り込まれているか。

集約化 営農型太陽光発電所が農地集約に支障を与えないか。

一時農地転用許可 申請に必要な書類は揃っているか。

権利関係 土地所有者と利用者の権利関係が明確か。

賃貸借契約・使用貸借契約の期間が一時転用期間を満たしているか。

項目例 : 農地 (一時転用許可申請時)自主ガイドラインの項目
・農地
・農作物
・営農者
・設備
・電気
・リスク及び対策
・法令遵守
・安全性の確保
・地域共生
・周辺環境への配慮
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次世代農業を支える営農型ビジョン

農業の課題 課題を解決する次世代農業 営農型で次世代型をどう
支えるか

・営農者の減少 ・人手不足への対応、労働力
・大規模化
・植物工場
・電化、自動化

・新しい担い手の巻き込み
・スマート農業を支える電化機器の電源

・農地の減少 ・中山間地の活用 ・中山間地への導入

・農地の分散 ・大規模化 ・農地集約のきっかけ

・収益性が不安定 ・大規模化 ・営農支援金による経営基盤の下支え
・農業設備として役立つことでコスト
削減

・気候変動 ・気候変動へ適応 ・高温障害防止

・環境負荷・資源制約 ・水等資源の有効活用、効率
・植物工場
・バイオテクノロジー

・植物工場への電力供給

・データ未整備 ・データ駆動型・・・スマート農業 ・スマート農業を支える電化機器の電源

・流通・需給のミスマッチ ・需要連動型生産 ・電気の需要家への農作物販売

農業の課題を解決する次世代農業を支える営農型太陽光発電につき、ビジョンとして取りまとめ中。



モデル事業支援策 : 営農型太陽光発電の課題
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◼ 民間企業だけでは営農型太陽光発電の普及拡大に以下の様な課題がある。

・営農をきちんと行わない不適切な事例に接していたり、発電設備が邪魔になり、営農を適切に実施出来ない

と考えるなど営農型太陽光発電に懐疑的な地域があるが、再エネ関係企業が散発的に営農型太陽光発電を

設置するだけではその懸念を払拭することは簡単ではない。

・民間の自主性に任せているだけでは標準作業手順書や農業試験場の普及情報のベースとなったり、自治体、

農業委員会の判断基準となる事業の持続性や公益性・公共性ある農作物のデータ構築を十分に行えない。

農業委員会「地域で栽培されていない作物の場合、持続的に営農可能か判断が難しい」

発電事業者「パネル下の環境に合った作物の選択が難しい」

・営農者に利益を還元可能な、収益性ある事業モデルの標準化が出来ていない。

・通常の太陽光発電所の開発に比べ、農業委員会等への手続きの分だけ追加の手続きが求められるため、

大規模事業者では営農型太陽光発電の開発が後回しになりがち。

データ収集・モデル構築等が十分になされていない現状では、民間企業だけでは営農型太陽光の普及拡大
は限定的。



(試案)モデル事業
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・地域に受け入れられる発電所 (基金の設定ほか地域に裨益するモデル(例、災害時での非常電源化))

・地域の方と連携して営農を実施。必要に応じて新たな担い手を呼び込む。

・2022年度末現在の営農型太陽光発電の下部農地の面積は平均0.22haで低圧太陽光発電が中心と思われる。

営農や発電の効率性の観点から見て一定規模以上が望ましい (例、500kW～。複数発電所の組み合わせを含む)

・農業の担い手が不足する農地に新たな営農者を呼び込み、営農を継続するために農業の担い手が不足する

遊休農地を活用することが望ましい

(全体規模イメージ)

・各都道府県に数件、計100件 → 地域の方が気軽に見学出来る様に各地に設置

モデル事業要件（イメージ）

営農型太陽光発電の普及拡大の課題を解決するために全国に100件モデル事業を設置してはどうか。
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支援策

主力電源化小委  2026.7.28  資料3  https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saiene_shuryoku/pdf/003_03_00.pdf

地域共生が図られた形で導入される太陽光発電につきREASPで主力電源化小委員会(7/28)でプレゼンを
行い、営農型についても支援対象とすることを要望。



望ましい営農型制度への要望
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要望

1 円滑な制度運用のため、省令の施行を例えば2028年4月以降にするなど十分な移行期間を取っていただき
たい。それが難しい場合は猶予期間を12か月程度確保していただきたい。

2 下部の農地において栽培する農作物につき、当該地域で一般的に栽培されていなくても、他地域で販売実
績があるなど、販路が確立されている品目は認めていただきたい。

3 公的機関、大学等の科学的根拠につき誰でもアクセスできる様に国としてデータベースを作っていただき
たい。

4 営農型太陽光発電の適正化と普及促進を両立する観点から、国として営農型をいつまでにどの程度導入す
るかの計画を策定いただきたい。

5 市町村が遅滞なく、基本計画を策定出来る様に国からも具体的支援をお願いしたい。特に設備保有者から
基本計画の作成について提案することも可能と農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画の作成等
の手引きにあるので、設備保有者向けの説明会などの支援をお願いしたい。

6 「単収」は農業生産の１面しか考慮していないと考えます。単収ではなく、品質（＝販売単価改善状況）、
農業収入（＝単収×品質の総額）等を要件として選択出来る様にすることを検討いただきたい。

7 ここで意味する許可申請とは、自治体に対して申請（提出）することか、受理することかを明確にしてい
ただきたい。仮に受理の場合は、申請から受理までに要する期間を明確にしていただきたい。

望ましい営農型太陽光発電の制度導入に当たってREASPとしては以下を要望。



(参考)営農型太陽光発電に係る論点
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項目 課題 試案

一時転
用許可
期間

・発電事業はインフラと言う性質上、事業期間を20年
等と長期のスパンで考えて行くべきものではあるが、
一時転用許可の期間が3年 or 10年であるため、金融
機関が更新リスク等を考え、融資に慎重になってい
る。

・適格事業者に類似する様な認証・認定された優良事
業者には一時転用許可の期間を優遇出来ないか。

単収8割 ・農水省のガイドラインに「農地が所在する市町村の
区域内の平均的な単収と比較しておおむね２割以上
減少する場合」とあるが、耕作放棄地等、場所に
よって条件が異なるため市町村の平均単収と比較す
ることが適切か。

・耕作されている土地であれば過去の単収や耕作放棄
地等、条件の類似した特定の土地で想定される単収
との比較の方が良いのではないか。

・単収ではなく、品質も要件として選択出来る様に
してはどうか

データ
収集

・営農型での作物についてデータ収集、分析がされて
いない。

・どの様な作物が適しているか、参考となるデータが
ない。

・モデル事業により、全国的に公益性・公共性ある
データを収集してはどうか。

全国大
の協議
会

・営農型につき関係者が議論を行える場がない。 ・営農型のより良いあり方を議論するために、農業委
員会、発電事業者、有識者等の関係者が意見交換を
行える全国大の協議会を作れないか。

◼ 営農型太陽光発電事業を行う中で、課題と考えることを以下に示します。



(参考)営農型太陽光発電に係る論点
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項目 課題 試案

地域計画 ・地域計画では営農型が明示的に盛り込まれることに
はなっていない。

・地域計画に営農型を盛り込み、新たな営農者を巻き
込むことを含め営農型による地域の農業振興を検討
いただけないか。

遊休農地 ・遊休農地の場所がどこか開示されていない。
・所有者の委任状がないと開示されない。

・遊休農地の場所を見える化していただけないか。
例、農地バンクで表示

目標地図で表示

ローカル
ルール

・地域の農業委員会毎に判断基準が異なることがある。・ある程度の地域性はやむを得ない面があるが、法
令、ガイドライン等ルールの共通的な適用をお願
いしたい。

認証制度 ・営農型が各地で増えて行くとそれに付随して農業委
員会での業務も増加して行くと思われる。

・農業委員会の負担を軽減するために営農型を行う
事業者の認証制度の様なものが考えられないか。

・認証された事業者には一時転用許可の長期化など
の優遇措置が認められないか。

農業設備
としての
営農型の
位置づけ

・営農型のための設備は農業設備の扱いではないため
営農型を行う場合、農地一時転用許可が必要となる
が、避熱効果等農業にとっての効能も確認される様
になっている。

・避熱効果等、農作物や営農者にとっても効果が確認
された場合は営農型太陽光発電設備を農業設備扱い
として一時転用許可を優遇出来ないか。

地産地消電
源への需要
家インセン
ティブ

・地産地消電源の電気を使う場合、需要家には明示的
なメリットがない。

・地産地消電源の電気を使う需要家に明示的なメリッ
トを出せないか。
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